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株　主　各　位
2 0 2 2 年 ６ 月 ８ 日

埼 玉 県 吉 川 市 旭 ７ 番 地 １
株式会社丸和運輸機関
代表取締役社長　和佐見　勝

１．日　　時 2022年６月27日（月曜日）午前10時
※受付開始は午前９時を予定しております。

２．場　　所 埼玉県吉川市旭７番地１　当社本店６階会議室
（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報告事項 １. 第49期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第49期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 吸収分割契約承認の件
第３号議案 定款一部変更の件
第４号議案 取締役13名選任の件

第49回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第49回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会は、新型コロナウイルスの感染リスクを避けるため、株主の皆様には、株主総会当
日の来場を見合わせていただき、書面又は電磁的方法（インターネット等）によって議決権行使
を行っていただくことをご推奨申し上げます。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の
うえ、2022年６月24日（金曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申
し上げます。

敬　具
記
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４. その他本招集ご通知に関する事項
１. 連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」は、法令及び当社定款

第14条の規定に基づき、当社ホームページ（https://www.momotaro.co.jp/）に掲
載しておりますので、本株主総会招集ご通知には記載しておりません。なお、監査役
及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類には、本株主総会招集ご通知の
添付書類に記載の各書類のほか、当社ホームページに掲載している連結計算書類の
「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」も含まれております。

２. 事業報告、計算書類、連結計算書類及び株主総会参考書類の記載事項を修正する必要
が生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページに掲載いたしますのでご了承ください｡

以　　上
株主の皆様へ

新型コロナウイルス感染予防対策について
　新型コロナウイルス感染防止の観点から、下記の対応を取らせていただきますので、事
情ご賢察のうえ、ご理解並びにご協力を賜りますようお願い申し上げます。
１.当社の対応について
・株主総会の役員及び運営スタッフは、検温等を含めて体調を確認したうえで参加いたし

ます。また、役員及び運営スタッフはマスクを着用させていただきます。
・消毒液を設置いたします。
２.株主の皆様へのお願い
・本株主総会におかれましては、事前の議決権行使をご検討下さい。
・株主総会にご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの健康状態にご

留意いただき、ご無理のないようにお願い申し上げます。
・ご高齢の方や基礎疾患がある方、妊娠されている方におかれましては、株主総会への出

席を見合わせることもご検討下さい。
３.ご来場いただく株主様へのお願い
・ご来場の株主様におかれましては、ご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの

感染予防にご配慮いただきますようお願い申し上げます。
・感染拡大防止の観点から、本株主総会会場の座席数を削減いたします。満席となった場

合には、ご入場できないことがございます。万が一、ご入場できない場合には、何卒ご
容赦いただきますようお願い申し上げます。

　本総会会場においては、感染予防策を徹底いたしますが、感染リスクを完全に排除する
ことはできません。総会当日までに、ご自身及び周囲への感染予防のため慎重なご判断を
お願い申し上げます。
　 ま た 、 今 後 本 対 応 に 追 加 す べ き 事 項 が 生 じ た 場 合 は 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（https://www.momotaro.co.jp/）に掲載させていただきます。
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株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

日 時
　 2022年６月27日（月曜日）午前10時（受付開始：午前９時予定)　

場 所
　 埼玉県吉川市旭７番地１　当社本店６階会議室

（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

郵送で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　 2022年６月24日（金曜日）午後５時30分到着分まで　

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン又はスマートフォンから議決権行使が可能となっております。パソコンの場合は次ページ
（２.「議決権行使ウェブサイト」による方法）を、スマートフォンの場合は次ページ（１.「スマー
ト行使」による方法及び、２.「議決権行使ウェブサイト」による方法）にてお願いいたします。

行使期限
　 2022年６月24日（金曜日）午後５時30分まで　

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主
様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株主様の

ご負担となります。

議決権電子行使プラットフォームについて
　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式会社東京証券取引所等によ
り設立されました合弁会社 株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれ
た場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、インターネットによる議決権行
使以外に、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。
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１. 「スマート行使」による方法

２. 「議決権行使ウェブサイト」（ID・パスワード入力）による方法

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
　

３. ご注意

４. お問い合わせ先について
　ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行　証券代行部までお問い合わせください。

議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル 0120-768-524（年末年始を除く　９：00～21：00）　

インターネットによる議決権行使のご案内
インターネットによる議決権行使について

(1) 同封の議決権行使書用紙右下に記載のQRコードをスマートフォンにてお読み取りいただき、「スマート行
使」へアクセスしていただき、画面の案内に従ってご入力ください（ID・パスワードのご入力は不要です)｡

(2) 「スマート行使」による議決権行使は１回限りです。

(1) 「議決権行使ウェブサイト」（下記URL）にアクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙右片に記載の
議決権行使コード及びパスワードにてログインしていただき、画面の案内に従ってご入力ください。なお、
セキュリティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを変更いただく必要があります。

(2) パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の株主総会のみ有効です。
(3) パスワードは、行使される方がご本人であることを確認する手段です。当社よりパスワードをお問い合わせ

することはございません。
(4) パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合は、画面の案内

に従ってお手続きください。

(1) 行使期限は2022年６月24日（金曜日）午後５時30分までであり、同時刻までにご入力を終える必要があり
ます。お早めのご行使をお願いいたします。

(2) 「スマート行使」による議決権行使後に行使内容を修正される場合は、お手数ですが上記２．に記載の方法
でご修正いただきますようお願い申し上げます。

(3) 郵送とインターネットにより、議決権を重複してご行使された場合は、インターネットによるものを有効と
します。複数回ご行使された場合は、最後にご行使されたものを有効とします。

(4) インターネットによる議決権行使は一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご
利用の機器やその状況によってはご利用いただけない場合があります。

以　上
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［ 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで ］

（添付書類）

事 業 報 告

１. 企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大による断続的な緊急事態宣言の
発出・延長に伴い、社会・経済活動が制限されたことで厳しい状況が続きました。緊急事態宣言解除以後、
持ち直しの動きが見られたものの足元では新たな変異株による感染再拡大、更にはロシア・ウクライナ情勢
の深刻化に伴う世界経済への影響や資源価格の高騰によるインフレの長期化が懸念され、先行きは未だ不透
明な状況となっております。

物流業界におきましても、消費関連貨物を中心に輸送量は回復傾向にあるものの、人手不足や原油価格の
高騰等に伴うコストの上昇の影響を受けました。消費行動の変化により巣ごもり需要・内食需要などは堅調
である一方、生活必需品以外の需要の縮小や海外からの移動制限による販売機会の喪失は未だ回復には至ら
ず、依然として厳しい経営環境が続いております。

このような環境のもと当社グループは、「３ＰＬ＆プラットフォームカンパニー」をコンセプトに掲げた
中期経営計画に基づき、「人材の確保及び育成」「先端技術の研究・活用」「新たな市場開発」に取り組ん
でまいりました。また、それぞれの施策に継続的に取り組むと共に、ＥＣ物流事業、低温食品物流事業、医
薬・医療物流事業に加え、ＢＣＰ物流事業を感染症終息後の先を見据えた社会インフラとなるコア事業と定
め、より一層推進することといたしました。

中期経営計画の最終年度となる当連結会計年度においては、ＥＣ物流事業では、成長市場における独自の
ラストワンマイル配送網「ＭＱＡ（Momotaro・Quick Ace）」の構築に加え、当社が強みとする３ＰＬ
事業へと領域を拡大し、幹線輸送及びセンター運営を推進してまいりました。低温食品物流事業では、食品
スーパーマーケットに合わせたサービスメニュー「ＡＺ－ＣＯＭ７ＰＬ」（アズコム　セブン・パフォーマ
ンス・ロジスティクス／７つの経営支援機能を付加した３ＰＬ）による高品質・高付加価値の物流提案に継
続的に取り組むとともに、特に「産直（産地直送バリューチェーン）」による生鮮産品の鮮度向上とスーパ
ーマーケットの商流利益創出に傾注してまいりました。また、非常時においても安全・安心・安定した物流
を提供するＢＣＰ物流事業の機能を強化し、「ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク」によるパートナー企
業との相互扶助に基づく連携により、物流事業を通じたライフライン確保に貢献してまいりました。加え
て、新型コロナウイルス感染症の終息以後も見据えた環境変化に適応すべく、ＤＸ（デジタル・トランスフ
ォーメーション）の研究と導入、国連が掲げる「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」達成に向けた取り組み
も推進してまいりました。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度における経営成績は、売上高133,000百万円（前年同期比
18.6％増）、営業利益8,649百万円（同7.8％増）、経常利益9,139百万円（同10.6％増）、親会社株主に
帰属する当期純利益は6,125百万円（同10.6％増）の増収増益となりました。
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セグメント別の状況は次のとおりであります。
（物流事業）

＜ＥＣ・常温物流＞
　日用雑貨を中心とするＥＣ・常温物流においては、「ＥＣラストワンマイル当日お届けサービス」の
拡大に加え、新規取引先に対する物流サービスの提供が業績に大きく寄与した結果、売上高は67,297
百万円（前年同期比46.1％増）となりました。

＜食品物流＞
　低温食品を中心とした食品物流においては、取引先である食品スーパーマーケットや生活協同組合等
における取扱物量が堅調に推移し、新たな食品スーパーマーケット向けの物流センターを開設したもの
の、物流センターの一部閉鎖や前年の巣ごもり需要の反動が影響した結果、売上高は44,423百万円
（前年同期比0.8％減）となりました。

＜医薬・医療物流＞
　医薬・医療物流においては、主要取引先であるドラッグストアをはじめとする既存取引先にて、医薬
品や化粧品をはじめとする主力商品の回復基調による物量の増加が業績に寄与した結果、売上高は
20,303百万円（前年同期比0.1％増）となりました。

　利益面では、燃料調達単価の上昇に加え、労働力及び輸送力の増強にかかるコスト増が影響したもの
の、営業強化による積極的な事業拡大と日次決算マネジメントによる生産性向上に努めた結果、物流事業
における売上高は132,024百万円（前年同期比18.8％増）、セグメント利益（営業利益）は8,358百万円
（同8.0％増）の増収増益となりました。

（その他）
　文書保管事業においては、積極的な営業活動による既存取引先及び新規取引先とのＢＰＯ（ビジネスプ
ロセス・アウトソーシング）に係る案件の受託に努めた結果、売上高は976百万円（前年同期比1.8％
増）、セグメント利益（営業利益）は290百万円（同3.9％増）の増収増益となりました。

（２）設備投資等の状況
　当連結会計年度における設備投資等の総額はリース資産を含め1,344百万円となりました。
　その主なものは、物流事業において、新規物流センター及び既存施設等の設備に311百万円、クールコン
テナ等の車両運搬設備に251百万円、物流支援等のシステムに104百万円の投資を行っております。

（３）資金調達の状況
　該当事項はありません。

－ 6 －



（４）対処すべき課題
　当社グループを取り巻く経営環境は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大を受け、
国内外における政治・経済情勢への懸念が払拭されておらず、今後も先行き不透明な状況が
続くものと思われます。また、少子高齢化による労働人口の減少も大きな課題となってきて
おります。
　このような状況のもと、当社といたしましては、経営資源の集中による効率化と更なるコ
スト削減を図り、顧客のあらゆるご要望にお応えできるよう、業務改革や社員一人ひとりの
意識・行動変革に取り組んでまいります。また、人材及び稼働車両不足等の問題の解決に努
めると共に、当社グループの採用活動の強化を継続し、業容拡大に対処できる人材の確保を
図ってまいります。主な施策としましては、以下のとおりとなります。
① 営業体制の強化
　新規顧客を獲得するため、営業ターゲットを絞り込み、引き続き顧客に密着した集中営
業活動を展開し、いち早く顧客のニーズを収集し、ニーズに見合う物流改善提案を行うこと
で、新規顧客の開拓及び既存顧客の業務シェア拡大に努めてまいります。
② 業務体制の強化
　日々変動する顧客の物量動向を注視し､人員配置や効率的な配車などきめ細かな経費コン
トロールと業務効率の改善を目的とした「日次決算マネジメント」を全社で完全実施する
ことで､あらゆる環境変化に即座に対応が出来る安定した収益基盤の構築に努めてまいります｡
　また、顕在化している人材及び稼働車両不足等の諸問題を解決すべく、「ＡＺ－ＣＯＭ
丸和・支援ネットワーク」の会員規模拡大に努め、パートナー企業との連携強化による安
定した輸配送体制の構築と人材の確保に引き続き取り組んでまいります。
③ 採用活動の強化
　労働人口の減少が進行する中、今後の事業拡大のためには、各事業領域における人材の
確保が必要不可欠となります。このため、全社オールリクルート体制の推進を図り、全国
の大学、高校における就職窓口とのコミュニケーション強化と採用担当社員の増員を図
り、優秀な人材を確保できるよう取り組んでまいります。
④ 管理体制の強化
　社会から信用・信頼される企業づくりのため、法令遵守はもとより、内部管理体制やリ
スク管理体制の強化に努め、企業倫理に則った行動の徹底に努めることで、健全な企業経
営を推進してまいります。
　また、政府が推進する「働き方改革」を背景に「働き方改革推進委員会」を組織し、長
時間労働の抑制、雇用格差の是正、労働生産性の向上などの労働環境の改善に取り組むこ
とで、全ての従業員がやりがいを持って活き活きと活躍できる職場づくりに取り組んでま
いります。
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⑤ 安全対策の強化
　物流会社としての社会的責任を果たすため、デジタル・タコグラフ、ドライブレコーダ
ーをはじめとする最先端の輸配送管理システム（ＴＭＳ）を導入するとともに、作業の安
全確保や交通事故の防止などの更なる安全強化対策に取り組んでまいります。また、エコ
ドライブの推進や車両・施設における環境負荷軽減など、環境保全に対しても積極的に取
り組んでまいります。
⑥ ガバナンス体制構築
　より実効性の高いガバナンス体制構築に向け、独立社外取締役を構成員に含む「指名・
報酬委員会」を設置し、取締役候補者の選任プロセス及び取締役の報酬決定プロセスに係
る諮問・答申を行うとともに、取締役会の機能の向上を目的とした取締役会実効性評価を
実施することで、経営の透明性・客観性の確保とコーポレート・ガバナンスの一層の強化
に取り組んでまいります。
⑦ ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進
激変する経営環境に適応し、競合他社との厳しい競争に勝ち抜いていくため、ＤＸ（デ

ジタル・トランスフォーメーション）を推進する専門部署を設置し、集中オペレーション
による業務の自動化やＡＩ配車・物量予測の研究・導入など、先端技術による業務の効率
化と物流品質の向上を実現すべく、社会インフラとしての物流事業の変革を更に加速化し
てまいります。

⑧ サステナビリティの推進
当社の経営理念である「地域社会の発展と豊かな社会づくりへの貢献」に基づき、事業

活動を通じた環境課題・社会課題の解決を図るべく、持続可能な社会の実現に向け、社会
インフラとしての物流ネットワークの構築とライフラインの確保に取り組んでまいります｡
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第 46期
2019年３月期

第 47 期
2020年３月期

第 48 期
2021年３月期

第 49 期
(当連結会計年度)
2022年３月期

売上高（百万円） 85,590 98,348 112,113 133,000
経常利益（百万円） 6,046 7,392 8,262 9,139
親会社株主に帰属する当期純利益(百万円） 3,901 4,818 5,536 6,125
１株当たり当期純利益（円） 30.45 37.58 43.60 48.72
総資産（百万円） 45,545 48,423 73,191 85,909
純資産（百万円） 23,033 26,328 25,708 29,735
１株当たり純資産額（円） 179.68 206.05 204.54 230.19

第 46 期
2019年３月期

第 47 期
2020年３月期

第 48 期
2021年３月期

第 49 期
（当事業年度）
2022年３月期

売上高（百万円） 59,184 67,457 76,362 92,313
経常利益（百万円） 4,771 5,361 6,428 7,210
当期純利益（百万円） 3,451 3,891 4,921 5,303
１株当たり当期純利益（円） 26.94 30.35 38.76 42.18
総資産（百万円） 36,455 38,806 61,370 69,889
純資産（百万円） 18,682 21,050 19,829 22,249
１株当たり純資産額（円） 145.74 164.75 157.77 176.95

（５）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。
２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式数により算出しております。
３. 当社は、2019年10月１日付及び2021年１月１日付において、それぞれ普通株式１株につき２株の

割合をもって株式分割を行っております。これに伴い、第46期の期首に当該株式分割が行われたもの
と仮定し､１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております｡

４. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当連結会計年度の期
首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値
となっております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。
２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式数により算出しております。
３. 当社は、2019年10月１日付及び2021年１月１日付において、それぞれ普通株式１株につき２株の

割合をもって株式分割を行っております。これに伴い、第46期の期首に当該株式分割が行われたもの
と仮定し､１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております｡

４. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当事業年度の期首か
ら適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。
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セグメントの名称 主な事業内容

物流事業 サードパーティ・ロジスティクス（３ＰＬ）
輸配送サービス　等

その他 文書保管事業
不動産賃貸事業　等

（６）主要な事業内容（2022年３月31日現在）

名称 所在地
本社 埼玉県吉川市
アズコム吉川ＭＫ共配 埼玉県吉川市
吉川営業所 埼玉県吉川市
アズコム流山物流センター 千葉県流山市
アズコム久喜共配 埼玉県久喜市
ＥＣラストワンマイル事業部 東京都荒川区
アズコム小山物流センター 栃木県小山市
所沢営業所 埼玉県所沢市
アズコム神奈川ＭＫ共配 神奈川県相模原市中央区
アズコム北関東ＭＫ共配 栃木県足利市

会社名 所在地
(株)北海道丸和ロジスティクス 本社：北海道石狩市
(株)東北丸和ロジスティクス 本社：宮城県仙台市太白区
(株)関西丸和ロジスティクス 本社：京都府綾部市
(株)中四国丸和ロジスティクス 本社：高知県高知市
(株)九州丸和ロジスティクス 本社：福岡県福岡市東区
(株)丸和通運 本社：東京都荒川区
(株)ジャパンクイックサービス 本社：東京都荒川区
(株)ＮＳ丸和ロジスティクス 本社：東京都荒川区
日本物流開発(株) 本社：東京都板橋区
ファイズホールディングス(株) 本社：大阪府大阪市北区
(株)アズコムデータセキュリティ 本社：埼玉県秩父市

（７）主要な営業所及び物流センター等（2022年３月31日現在）
① 当社

② 主要な子会社
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（８）重要な企業再編等の状況
　当社は、ファイズホールディングス株式会社の発行済株式の58.4％を公開買付により取得し、
2022年３月29日をもって、同社を連結子会社といたしました。また、同社の株式を取得したことに
より、その子会社６社を連結子会社としております。

セグメント名称 従業員数 前期末比増減
物流事業 4,413名 〔6,421名〕 836名増 〔1,641名増〕
その他 176名 〔37名〕 123名増 〔15名減〕
合計 4,589名 〔6,458名〕 959名増 〔1,626名増〕

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
1,621名 〔2,909名〕 157名増 〔92名減〕 38.2歳 8.5年

（９）従業員の状況（2022年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

（注）１.従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間平均人員を外数で記載しております。
　　　２.従業員数が前事業年度末に比べ959名増加したのは、ファイズホールディングス株式会社の連結子会社
　　　　 化等によるものであります。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間平均人員を外数で記載しております。

会社名 資本金
（百万円）

当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

（株）関西丸和ロジスティクス 81 100.0
（22.8）

サードパーティ・ロジスティクス
（３ＰＬ）、輸配送サービス　等

（10）重要な子会社の状況

（注） 当社の議決権比率の（ ）内は、間接所有割合を内数で示しております。

借入先 借入金残高（百万円）
（株）埼玉りそな銀行 3,308
  (株）みずほ銀行 1,724
  (株）三菱ＵＦＪ銀行 1,646
 (株）千葉銀行 878
 (株）京都銀行 844
 (株）三井住友銀行 748

（11）主要な借入先及び借入額（2022年３月31日現在）

（注）2022年３月31日現在の借入金残高が、500百万円以上の金融機関を記載しております。

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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（１）発行可能株式総数 192,000,000株
（２）発行済株式の総数 128,848,320株
（３）株主数 8,160名
（４）単元株式数 100株

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

株式会社ＷＡＳＡＭＩ 43,200,000 34.26

和佐見　勝 31,684,680 25.13

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,136,600 4.07

株式会社マツキヨココカラ＆カンパニー 5,038,400 4.00

丸和運輸機関社員持株会 2,595,652 2.06

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,988,866 1.58

トーヨーカネツ株式会社 1,828,400 1.45

株式会社ダスキン 1,600,000 1.27

株式会社埼玉りそな銀行 1,287,200 1.02

日野自動車株式会社 1,079,200 0.86

２. 株式に関する事項（2022年３月31日現在）

（５）上位10名の株主の状況

（注）１. 当社は、自己株式を2,748,513株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．株式会社マツモトキヨシホールディングスは、2021年10月１日付で株式会社ココカラファイ
ンと経営統合し、株式会社マツキヨココカラ＆カンパニーに商号変更しております。
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（６）当社が保有する株式に関する事項
　　①政策保有株式に関する方針
　　　当社は持続的な成長と中長期的な事業戦略の実現、取引先との円滑な事業推進を図る
　　ため、当社の企業価値向上に必要な場合や保有意義が認められると判断した株式につい
　　て取得・保有しています。毎年、取締役会において個別銘柄ごとの検証のもと、保有の
　　意義が希薄と考えられる政策保有株式については縮減を図っております。
　　　事業戦略上保有している株式を含め、上場会社株式は個別銘柄ごとに取得・保有の意
　　義や、保有に伴う便益やリスク及び当社の追求する利益率（資本コストを下限）に見合
　　っているか等を毎年、取締役会において検証し、アライアンス効果や検証結果が基準を
　　下回った保有先とは採算改善交渉等を行い、改善が困難と判断される場合には保有株式
　　を縮減することとしております。

　　②議決権行使方針及び基準
　　　政策保有株式の議決権行使については、株主価値の毀損につながるか否か及び当社へ
　　の影響等を基準として判断しております。また、それを踏まえた「議決権行使基準」を
　　設け、個別具体的な議案に照らし合わせて適切に行使いたします。

　　③政策保有株主から売却等の意向を示された場合の対応方法
　　　当社の株式を政策保有株式として保有する会社から売却等の意向が示された場合、取引
　　の縮減を示唆する等の意向を妨げることは行わず、適切に対応を行ってまいります。

（７）その他株式に関する重要な事項
新株予約権（ストックオプション）の権利行使により、発行済株式数の総数は51,200株

増加しております。
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発行決議の日 2020年12月１日

新株予約権の数 2,000個

新株予約権の目的である株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的である株式の数
本社債額面金額の総額（200億円）を転換価額で除し
た数

新株予約権の払込金額 本新株予約権と引換えに金銭の払込は要しない

転換価額 2,700円

権利行使期間 2021年１月４日から2025年12月３日まで

当期末における新株予約権の数 2,000個

３. 新株予約権等に関する事項
2025年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

　(注) 2021年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これにより「転換価額」が
　　　5,400円から2,700円に調整されております。
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地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長
最高経営責任者(ＣＥＯ) 和佐見　　勝

(株)丸和通運取締役
(株)ＮＳ丸和ロジスティクス取締役
(一社)日本３ＰＬ協会会長
(一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク代表理事
(公財)丸和財団代表理事

取締役
副社長執行役員 山 本 輝 明 ３ＰＬ食品物流統括本部長

(一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク理事
取締役
専務執行役員 葛 野 正 直 管理統括本部長兼人事採用本部長
取締役
専務執行役員 藤 田 　 勉 経営戦略統括本部長

(株)アズコムデータセキュリティ取締役
取締役
常務執行役員 河 田 和 美 総務統括本部長

(株)丸和通運代表取締役社長
取締役
執行役員 小 倉 友 紀 ３ＰＬ物流統括本部長兼ＢＣＰ物流支援企画部長

(株)中四国丸和ロジスティクス取締役
取締役
執行役員 橋 本 英 雄 教育本部長兼教育部長

(株)ＮＳ丸和ロジスティクス取締役

取締役
執行役員 田 中 　 博

財務本部長兼財務部長
(株)北海道丸和ロジスティクス監査役
(株)丸和通運監査役

取締役
執行役員 岩 﨑 哲 律 ＥＣ事業本部長

(株)東北丸和ロジスティクス取締役
取締役 廣 瀬 　 權

取締役 山 川 征 夫

取締役 本 橋 克 宣 常磐興産(株)社外取締役

取締役 舘 　 逸 志 (株)桜豊和企画取締役
(一社)離島振興地方創生協会理事

常勤監査役 田 中 　 茂

監査役 岩 崎 　 明 (株)ソウケイ・ハイネット顧問

監査役 三 浦 　 洋
合同会社プラントモラン・ジャパン マネージングディレクター
オリックス不動産投資法人　執行役員
(株)MonotaRO　社外取締役

４. 会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）
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地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

執行役員 小野島　　　茂
人事経営企画本部長兼人事企画部長
(株)北海道丸和ロジスティクス取締役
(株)ジャパンクイックサービス取締役

執行役員 新 沼 　 実 ドラッグ物流運営本部長兼ドラッグ物流運営部長
(株)九州丸和ロジスティクス代表取締役社長

執行役員 大 塚 　 信

経理本部長
(株)九州丸和ロジスティクス取締役
(株)東北丸和ロジスティクス監査役
(株)関西丸和ロジスティクス監査役
(一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク監事

執行役員 和佐見　　　清 監査室長

執行役員 秋 元 敏 良 運行システム運営本部長兼運行システム運営部長

執行役員 飯 塚 雅 之 ドラッグ物流運営本部副本部長
(株)アズコムデータセキュリティ代表取締役社長

執行役員 蜂 谷 　 隆 総務本部長兼総務部長

（注）１．監査役　三浦洋氏は（株）MonotaROの社外取締役を兼務し、当社は同社と取引関係があります
が、その額は僅少であり、特別の利害関係を生じさせる重要性はありません。

　　　２. 取締役　廣瀬權、山川征夫、本橋克宣、舘逸志の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で
あり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３. 監査役　岩崎明及び三浦洋の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、東京証券取引
所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
なお、社外監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役として櫻庭広樹氏が
選任されております。

４. 監査役　岩崎明及び三浦洋の両氏は、企業経営等の豊富な経験や実績、幅広い見識を有し、財務及び
会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

５. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、各社外取締役及び各監査役との間において、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が定める額としております。

６. 当社は、会社法第430条の3第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる会社の役員としての業務につき行った行為又は、不作為に起因して保
険期間中に株主又は第三者から損害賠償請求された場合の損害を当該保険契約により槇補することと
しております。
当該保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員であり、すべての被保険者に
ついて、その保険料を全額当社が負担しております。

７. 当社では、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能を分離することで、それぞれの役割と責任を
明確化し、機能強化を目的に執行役員制度を導入しております。取締役を兼任しない執行役員は、次
のとおりであります。
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（２）取締役及び監査役の報酬等
①取締役及び監査役の個人別報酬等の内容に係る決定方針
　取締役報酬等の内容決定に関する方針については、2021年３月29日開催の取締役会において以下の内
容を決議しております。
イ. 取締役の報酬等の決定に関する方針

ａ．基本報酬
　当社の取締役の基本報酬は月例の固定報酬とし、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、業績、
個人の貢献度等を総合的に勘案して決定するものとします。
ｂ．業績連動型株式報酬
　当社の取締役の業績連動型株式報酬は、中長期的視野をもって、業績の向上と株式価値との連動性を
株主の皆様と共有することで企業価値の増大への貢献意欲を高めることを目的とし、株主総会の決議に
より承認された範囲内において、業績達成度等に応じて当社株式を給付します。取締役が当社株式の給
付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。なお、退任する取締役の在任中に一定の非違
行為等があったと会社が認めた場合等には、当該取締役は対象株式の給付を受ける権利を取得しないも
のとします。

ロ. 取締役の個人別の報酬等の額又は数についての決定に関する方針
ａ．基本報酬
　個人別の基本報酬の額については取締役会にて決議するものとします。取締役会は、当該決議を行う
にあたり、任意の指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、当該答申の内容を尊重し、個
人別の基本報酬の額を決定します。
ｂ．業績連動型株式報酬
　業績連動型株式報酬の個人別の報酬額については、取締役会で決議した取締役株式給付規程に則り決
定するものとし、その指標は当社管理会計の連結及び個社別経常利益の達成率並びに各取締役の個人別
貢献評価とします。取締役会は、当該評価を決定するに当たり、任意の指名・報酬委員会に原案を諮問
し答申を得るものとし、当該答申の内容を尊重し、個人別貢献評価を決定します。

　当事業年度においては、2021年６月18日開催の指名・報酬委員会にて取締役の個人別の報酬額の具
体的内容を諮問し、その答申内容にて2021年６月28日開催の取締役会にて決議致しました。その諮問
内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた個人別貢献評価であり、当
該決定方針に沿うものであると判断しております。また、監督機能を担う社外取締役については、その
職務を鑑み、基本報酬のみで構成しております。
　なお、監査役の報酬は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、監査役会における監査役の協議
により決定しております。

② 取締役および監査役の報酬等について株主総会の決議に関する事項
　当社取締役の報酬限度額は年額500百万円とし、2009年６月26日開催の第36回定時株主総会にて決議
されております。当該定時株主総会終結時点の員数は、取締役５名です。また、業績連動型株式報酬は、前
述の報酬限度額とは別枠で2016年６月28日開催の第43回定時株主総会にて決議されております。当該株
主総会終結時点の員数は取締役９名（社外取締役を除く）です。
　監査役の報酬限度額は年額50百万円とし、2015年６月26日開催の第42回定時株主総会にて決議されて
おります。当該定時株主総会終結時点の員数は、監査役３名です。
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役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役
員の員数
（名）固定報酬 業績連動型株式報酬

取締役

（うち社外取締役）

243

(20)

235

(20）

8

-

13

(4)

監査役

（うち社外監査役）

18

(10)

18

(10)
-

４

(３)

合計

（うち社外役員）

261

(30)

253

(30)

8

-

17

(７)

所属会社 役名

当社 代表取締役社長、取締役副社長執行役員、取締役専務執行役員、
取締役常務執行役員、取締役執行役員

グループ会社 代表取締役社長、専務取締役、常務取締役、取締役

③取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）上記の報酬等の額には、取締役に対する業績連動型株式報酬による当事業年度の費用計上額が含まれております。

④ 業績連動型株式報酬
イ. 業績連動報酬に係る指針及び当該指針の選択理由
　業績連動型株式報酬は、基本報酬とは別に株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、当社グループ
の取締役を対象者として業績達成度等に応じたポイントを付与し、対象者が原則取締役を退任した際に当
社株式を給付する制度であります。なお、対象者が死亡した場合であって、当該対象者の遺族が当社に対
して遺族給付を受ける旨の意思を表示した際には、当該遺族は当該対象者に交付されるべき会社株式を交
付するものとします。
　また、業績連動型株式報酬に適用している指針は、当社管理会計の指標である連結及び個社別経常利益
の達成率並びに各取締役の担当別貢献評価であります。当社では、より事業活動に即した業績評価を行う
ことを目的に管理会計において経常利益を主要な評価指標に用いており、業績連動型株式報酬の指針とし
ても適用しております。加えて、財務的な業績数値だけでは測ることの出来ない当社グループへの貢献度
を評価基準に加えるため、各取締役の担当別貢献評価を設定しております。

ロ. 業績連動報酬の額の決定方法
a. 対象者
　業績連動型株式報酬の対象者は、毎年３月末日（以下、「基準日」）における次表の者とします。

（注）１.グループ会社の取締役は、専任していることを条件としております。
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所属会社 役名 役位別基本ポイント
当社 代表取締役社長 880

取締役副社長執行役員 440
取締役専務執行役員 330
取締役常務執行役員 220

取締役執行役員 165
グループ会社 代表取締役社長 165

専務取締役 110
常務取締役 90

取締役 80

業績連動
係数①

業績連動
係数②

経常利益（提出会社）の達成率（注）

100％未満 100％以上
105％未満

105％以上
110％未満

110％以上
115％未満

115％以上
120％未満 120％以上

経常利益
（連結）
の達成率
（注）

100％未満 0.00

100％以上 1.00 1.05 1.10 1.15 1.20

２.対象者に兼務者が生じた場合、付与ポイントの算定方法に基づき、付与ポイントの計算結果が多い対象
者のポイントを付与するものとし、重複したポイント付与は行わないものとします。

b. ポイント付与の算定方法
　業績連動型株式報酬のポイントは、毎年、前年度の業績確定後５月末日までに、前年度の「基準
日」における対象者に対し、次の算式により付与します。
（算式）
付与ポイント ＝ 役位別基本ポイント × 業績連動係数① × 業績連動係数② × 業績連動係数③
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連結）　　　　　（提出会社）　　　（会社別）

（役位別基本ポイント）

（業績連動係数）
連結及び個社別達成率基準

（注）当社管理会計における経常利益（より事業活動に即した業績評価を行うことを目的とする利益額）の達成
率を用いております。
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評価 内容 業績連動係数③

S 目標をはるかに上回る成果を実現した 1.20

A 目標を大きく上回る成果を実現した 1.15

AB 目標以上の成果を達成した 1.10

B 目標どおりの成果を実現した 1.00

BC 目標に対して未達成であった 0.90

C 目標に対してほとんど実現できなかった 0.70

D 懲戒によらずとも重大な瑕疵があった場合 0.00

項目 目標値（百万円） 実績（百万円） 達成率（％）

経常利益（連結） 9,000 9,134 101.5

経常利益（提出会社） 5,213 6,029 115.7

　会社別目標達成に対する各取締役の担当別貢献評価

（注）各取締役の担当別貢献評価は、当社取締役会にて検討、決定します。

ｃ. 対象株式給付事由
　対象株式の給付は、次の事由が生じた場合に行うものとします。
　1) 対象者が当社グループの役員を退任したとき
　2) 本制度が終了したとき
　3) 対象者が在任中に死亡したとき

d. 対象株式の給付
業績連動型株式報酬にて付与されたポイントは、１ポイント当たり１株として換算するものとします。
（注）１. 信託期間中に株式分割・株式併合等が行われた場合には、その比率等に応じて、換算比

率の合理的に調整を行うものとします。2022年３月31日現在の換算比率は8.00であ
るため、１ポイント当たり８株の換算となります。

２. 給付株式数の算定について、１株未満の端数が生じた場合には切り捨てるものとします。

e. 指標の目標及び実績
　第49期（2022年３月期）の目標及び実績は以下のとおりです。
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地位 氏名 主な活動状況及び果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 廣 瀬 　 權

当事業年度に開催された取締役会22回の全てに出席し、必要に応じて取
締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行って
おります。また、警視副総監をはじめ要職を歴任した専門的な経験と見
識に基づき、当社経営体制の強化等に関する助言、提言を行うなど、取
締役としての職責を十分に果しました。

取締役 山 川 征 夫

当事業年度に開催された取締役会22回の全てに出席し、必要に応じて取
締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行って
おります。また、豊富な会社経営によって培われた見識に基づき、企業
価値向上にむけた助言等に関する助言、提言を行うなど、取締役として
の職責を十分に果しました。

取締役 本 橋 克 宣

当事業年度の取締役就任以後、開催された取締役会16回の全てに出席
し、必要に応じて取締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っております。また、大手企業役員など豊富な会社経営
及び金融・財務・会計に関する経験と見識に基づき、当社グループの企
業価値向上に向け株主・投資家視点の助言、提言を行うなど、取締役と
しての職責を十分に果たしました。

取締役 舘 　 逸 志

当事業年度の取締役就任以後、開催された取締役会16回の全てに出席
し、必要に応じて取締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っております。また、直接会社経営の関与はないものの
国政の重要な経済・財政等に関する経験と見識に基づき、当社グループ
の中長期成長戦略に関する助言、提言を行うなど、取締役としての職責
を十分に果たしました。

監査役 岩 崎 　 明

当事業年度に開催された取締役会22回の全てに出席し、必要に応じて取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っ
ております。また、監査役会14回の全てに出席し、監査結果についての
意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。更に、経
営診断や経営戦略指導の経験と見識に基づき、経営環境の変化や中長期
的な経営戦略等に関する助言・提言及び監査に関する重要事項の協議等
を行うなど、監査役としての職責を十分に果たしました。

（３）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係
　取締役 本橋克宣氏は、常磐興産(株)の社外取締役を務めております。なお、当社と同社との間には特別
な関係はありません。
　取締役 舘逸志氏は、(株)桜豊和企画の取締役及び(一社)離島振興地方創生協会の理事を務めておりま
す。なお、当社と各社との間には特別な関係はありません。
　監査役 岩崎明氏は、(株)ソウケイ・ハイネットの顧問を務めております。なお、当社と同社との間には
特別な関係はありません。
　監査役 三浦洋氏は、合同会社プラントモラン・ジャパンのマネージングディレクター及びオリックス不
動産投資法人の執行役員及び(株)MonotaROの社外取締役を務めております。なお、当社と各社との間に
は特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況及び果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
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地位 氏名 主な活動状況及び果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

監査役 三 浦 　 洋

当事業年度の監査役就任以後、開催された取締役会16回のうち15回に出
席し、必要に応じて取締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の助言・提言を行っております。また、監査役就任以後、開催された監
査役会10回の全てに出席し、監査結果について意見交換、監査に関する
重要事項の協議等を行っております。更に、国際的監査法人における長
年の監査業務や経営助言業務に関する幅広い経験と見識に基づき、経営
全般に対してガバナンス強化等に関する助言、提言及び監査に関する重
要事項の協議等を行うなど、監査役としての職責を十分に果しました。

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 47百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 86百万円

５. 会計監査人に関する事項
（１）会計監査人の名称

　EY新日本有限責任監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会
計監査人の監査の実施状況、監査計画及び報酬見積りの相当性などを確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分することができないため、当事業年度に係
る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３. 当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額には当社の子会社
ファイズホールディングス株式会社の会計監査費用を含めております。

（３）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、
取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と
解任の理由を報告いたします。
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６. 会社の体制及び方針
（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営理念として「お客様第一義を基本に、サードパーティ・ロジスティクス業界
のＮｏ．１企業を目指し、同志の幸福と豊かな社会づくりに貢献する」を掲げ、お客様や地
域社会をはじめとするステークホルダーと共に発展していくことを目指しております。
　経営理念の実現のためには、ステークホルダーに対する経営の透明性及び効率性を確保
し、コンプライアンス経営の遂行と企業倫理に基づく事業活動を行っていくことが必要であ
ります。そのため、当社は経営の透明性を図り、経営監視機能を発揮できるコーポレートガ
バナンス体制を構築し、確立するとともに、基本方針として、コーポレートガバナンス・ガ
イドラインを定め、実効的なコーポレート・ガバナンスを追求いたします。

（２）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
① 業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法第362条第４項第６号に規定する「取締役の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその
子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定め
る体制」（内部統制システム）の整備に向けて2009年６月26日の取締役会において「内
部統制システムの基本方針」を定める決議を行っております。その後も、必要な見直しを
行い、以下の体制を構築しております。
イ. 当社及び当社子会社の取締役並びに従業員の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制
ａ. 当社グループはコンプライアンス体制の基礎として、「丸和グループ行動憲章」

を定めるとともに、全役員及び全従業員が準拠すべき行動の規範として「丸和グ
ループ行動ルール」を定め周知徹底を図ります。また、コンプライアンスに関す
る体制を整備するため、コンプライアンス・マニュアルを制定し、取締役並びに
従業員が法令及び社内諸規程を遵守した行動をとるよう定めるとともに、研修等
を通じてその浸透を図ります。

ｂ. 当社グループは、従業員が社内でコンプライアンス違反やその疑いのある行為を
発見した場合に、相談・報告できる内部通報制度を構築し、必要に応じて通報内
容の調査と対応を実施します。

ｃ. 業務執行部門から独立した監査室が、当社グループの法令及び内部規程の遵守状
況について内部監査を実施します。

ｄ. 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法及び関連する規則等の定めに
従い「財務報告基本方針」を制定し、これに基づく適切な業務運営を行います。

ロ. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ａ. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理が適切に行われるよう、取締役会
規程、稟議規程及び文書管理規程において、情報の保存及び管理の方法に関する
事項を定め、適切に保管及び管理を行います。

ｂ. 取締役及び監査役が常時これらの情報を閲覧できる体制を構築します。
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ハ. 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ. 当社グループは、リスク管理体制を整備するために、「リスク管理規程」を定

め、効果的に運用することにより、リスクの軽減を図ります。
ｂ. 当社グループのコンプライアンスを確実に実行するため、「リスク管理委員会」
を設置し、リスク管理に関する体制、方針を決定するとともに、各部署のリスク
管理体制を評価し、必要な改善を行います。

ｃ. 重要な取引に関わるリスクについては、「見積・契約審査委員会」及び「投資委
員会」において、リスクの把握と対策の審議を行います。

ｄ. 業務執行部門から独立した監査室が、リスク管理体制の構築・運用状況につい
て、内部監査を実施します。

ニ. 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
ａ. 取締役の職務の執行が効率的に実施されることを確保するため、取締役会を毎月
１回開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行います。

ｂ. 当社は、経営上の意思決定と業務執行との分離、迅速な意思決定及び権限と責任
の明確化を図る観点から、執行役員制度を採用します。代表取締役社長及び一部
の業務担当取締役並びに各部門の長の中から選任された者は、執行役員として業
務を執行します。

ｃ. 当社グループは、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画を策定し、各部門にお
いては年度毎に予算を立案して、その達成に向け具体策を立案・実行します。ま
た、予算に対する実績管理を行うため、毎月１回予算と実績の差異分析及び対策
を協議するための会議を開催し、各部門の経営数値の進捗把握と適正な施策を決
定します。

ホ. 当社子会社の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項
　子会社における経営上の重要事項については、「関係会社管理規程」及び「職務権
限規程」に基づき、当社への報告又は承認を必要とするほか、重要な事項については
当社取締役会で承認することとします。また、株主総会及び取締役会等の記録、毎月
の業績内容、その他重要な事項について当社へ報告することとします。

へ. 監査役の職務を補助すべき従業員に関する事項
ａ. 監査役の職務を補助すべき従業員の配置について、監査役から求められた場合

は、監査役と協議の上、合理的な範囲内で配置します。また、同従業員の任命、
異動等人事権に係わる決定は、監査役の事前の同意を条件とすることにより、取
締役からの独立性を確保します。

ｂ. 監査役の職務を補助すべき従業員は、監査役会に所属し、指揮命令系統は監査役
とします。
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ト. 監査役に報告する体制及び監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ. 当社グループの役員及び従業員は、会社に著しい損害を及ぼす可能性のある事実、法令違

反等の不正行為、その他これに準ずる事実等を知った場合は、直ちに当社監査役に報告を
行います。また、当社子会社の役員又は従業員から同様の報告を受けた者は、直ちに当社
監査役に報告を行います。

ｂ. 当社グループは、上記の報告を行った役員及び従業員に対して、当該報告を行ったことを
理由として、不利な取り扱いを行うことを禁止します。

チ. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行につき、費用の前払等を請求した時は、請求にかかる費用又は債務
が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債
務を処理するものとします。

リ. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ. 監査役は必要に応じて、監査室と連携及び情報交換して職務にあたります。
ｂ. 監査役は重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会の他、必要

と認める会議に出席すると共に、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲
覧し、必要に応じて取締役又は従業員等にその説明を求めます｡

ｃ. 監査役は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に会合を行い、重要な課題につ
いて意見交換を行います。

ヌ. 反社会的勢力排除のための体制
　当社は、「丸和グループ行動憲章」及び「丸和グループ行動ルール」を遵守し、地域社会の
秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たないことを宣言します。
不当な要求に対しては、弁護士や警察等とも連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応します。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、当社及び当社子会社の業務の適正を確保
するための体制整備とその適切な運用に努めております。当連結会計年度における運用状況の概要
は以下のとおりであります。
イ. コンプライアンス体制及びリスク管理について

　当社は、「リスク管理委員会」にて、各種法令等の遵守状況の審議、各種コンプライアンス
にまつわる啓蒙活動や内部通報制度の運用状況を確認し、問題に対して対策を講ずると共に、
同委員会に参画している当社顧問弁護士からの提言を踏まえ、必要に応じてコンプライアンス
体制を見直しております。その他各階層別におけるコンプライアンス研修、情報セキュリティ
分野に特化したe－ラーニング等を実施し、従業員への浸透を図っております。また、リスク管
理体制においても同委員会にて、各部署にて起こりうるリスクを抽出・分析し、当該リスクへ
の対応策を検討しました。加えて、「見積・契約審査委員会」にて見積り又は契約におけるリ
スク、「投資委員会」にて設備投資におけるリスクの把握と対策の審議を行いました。
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ロ. 当社取締役会について
　取締役会は、社外取締役４名を含む取締役13名で構成しており、監査役も出席した
上で毎月開催し、経営上の重要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督を行い
ました。また、当社は執行役員制度を採用しており、各執行役員は、社長の指揮・監
督の下、各自の権限及び責任の範囲で職務を執行しております。なお、毎年１回、取
締役会の実効性評価を実施し、その結果を取締役会に報告することで実効性向上へ向
けた議論の活性化を図っております。

ハ. 当社の子会社管理について
　子会社管理については、「関係会社管理規程」及び「職務権限規程」に基づき、重
要な事項は当社取締役会にて審議を行いました。そのほか株主総会や取締役会等の議
事録、毎月の業績内容、その他重要な事項の報告を受けております。関係会社管理部
門が定例会議や稟議書等の内容を基に子会社への指示・育成を行い、当社子会社の適
正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めました。

ニ. 監査役について
　監査役は、監査役会を原則として月１回開催し、監査に関する重要な事項の決議・
報告・協議を行いました。また、監査役会にて定めた監査計画に基づき監査を行うと
共に、取締役会及び重要な会議への出席や稟議書等の閲覧、定期的な会計監査人、監
査室との連携及び情報交換等を行い、監査の実効性を確保しております。

ホ. 監査室について
　監査室は、業務執行部門から独立しており、社長の承認を受けた内部監査実施計画
書に基づき、法令及び内部規程等の遵守状況について、当社及び当社子会社の各部署
を対象に内部監査を実施いたしました。その結果及び改善状況は、社長に報告してお
ります。

（３）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要施策のひとつと位置づけており、安定的か
つ継続的な配当を行うことを基本方針としております。また、内部留保資金につきまして
は、今後の財務体質の強化や業容拡大に対応する内部のインフラ整備、既存事業の強化及び
新規事業の展開等に投入してまいります。
　当期の期末配当につきましては、１株当たり９.50円とする予定で2022年６月27日開催
の第49回定時株主総会の決議事項として付議させて頂いております。中間配当につきまし
ては、１株当たり９.50円を実施しております。
　また、次期の配当につきましては、年間配当23.50円（中間配当11.75円、期末配当
11.75円）に増配し、配当性向40.0％を予定しております。
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科　　目 金　額 科　　目 金　額
（資産の部） （負債の部）

流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
貯蔵品
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
のれん
リース資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
退職給付に係る資産
敷金及び保証金
その他
貸倒引当金　

49,219
29,679
18,196

93
1,030
234
△14

36,689
22,438
8,686
2,366
976
7,022
781
2,560
44

5,015
3,681

0
757
576
9,235
5,624
114
437
405
1,995
695
△36 　

流動負債 23,972
支払手形及び買掛金 11,287
短期借入金 145
１年内返済予定の長期借入金 3,134
リース債務 172
未払法人税等 1,652
賞与引当金 835
訴訟損失引当金 1
未払金 4,789
未払費用 1,160
その他 793

固定負債 32,201
社債 5
転換社債 20,806
長期借入金 6,960
リース債務 642
繰延税金負債 610
退職給付に係る負債 955
資産除去債務 786
役員株式給付引当金 31
従業員株式給付引当金 39
役員退職慰労引当金 55
その他 1,308

負債合計 56,173
（純資産の部）
株主資本 27,933
資本金 2,667
資本剰余金 2,343
利益剰余金 28,681
自己株式 △5,758
その他の包括利益累計額 1,010
その他有価証券評価差額金 1,207
退職給付に係る調整累計額 △196

非支配株主持分 790
純資産合計 29,735

資産合計 85,909 負債・純資産合計 85,909

連結貸借対照表
（2022年３月31日現在）

(単位：百万円)
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科 目 金 額
売上高 133,000
売上原価 118,590
売上総利益 14,410

販売費及び一般管理費 5,761
営業利益 8,649

営業外収益
受取利息 221
受取配当金 122
投資有価証券売却益 2
助成金収入 27
その他 156 529

営業外費用
支払利息 14
固定資産除却損 16
リース解約損 4
その他 3 39
経常利益 9,139
税金等調整前当期純利益 9,139
法人税、住民税及び事業税 2,990
法人税等調整額 24 3,014

当期純利益 6,125
非支配株主に帰属する当期純利益 －
親会社株主に帰属する当期純利益 6,125

連結損益計算書
（自2021年４月１日　至2022年３月31日）

(単位：百万円)
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株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2021年４月１日残高 2,665 2,341 24,948 △5,758 24,197
連結会計年度中の変動額
新株の発行(新株予約権の行使) 1 1 3
剰余金の配当 △2,392 △2,392
親会社株主に帰属する当期純利益 6,125 6,125
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 0 0
連結子会社の増加による
非支配株主持分の増減
株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額（純額）
連結会計年度中の変動額合計 1 1 3,732 0 3,736
2022年３月31日残高 2,667 2,343 28,681 △5,758 27,933

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

2021年４月１日残高 1,702 △191 1,511 － 25,708
連結会計年度中の変動額
新株の発行(新株予約権の行使) 3
剰余金の配当 △2,392
親会社株主に帰属する当期純利益 6,125
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 0
連結子会社の増加による
非支配株主持分の増減 790 790

株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額（純額） △495 △5 △500 △500

連結会計年度中の変動額合計 △495 △5 △500 790 4,026
2022年３月31日残高 1,207 △196 1,010 790 29,735

連結株主資本等変動計算書
（自2021年４月１日　至2022年３月31日）

(単位：百万円)
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科　　目 金　額 科　　目 金　額
（資産の部） （負債の部）

流動資産
現金及び預金
電子記録債権
売掛金
貯蔵品
前払費用
その他

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
商標権
リース資産
ソフトウエア
電話加入権
水道施設利用権

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

41,722
27,321
145

10,893
62
564
2,734
28,166
12,476
4,279
108
834
6

576
4,144
10

2,515
528
0
0

496
31
0

15,161
5,390
6,823
37

1,083
0
43
114
1,672
△3 　

流動負債 19,798
買掛金 10,239
短期借入金 3,005
１年内返済予定の長期借入金 2,277
リース債務 5
未払金 2,263
未払費用 126
未払法人税等 1,083
預り金 126
前受収益 84
賞与引当金 501
その他 83

固定負債 27,840
転換社債 20,806
長期借入金 5,679
リース債務 5
退職給付引当金 439
資産除去債務 460
役員株式給付引当金 22
従業員株式給付引当金 30
その他 396

負債合計 47,639
（純資産の部）

株主資本 21,043
資本金 2,667
資本剰余金 2,343
資本準備金 2,181
その他資本剰余金 161
利益剰余金 21,790
利益準備金 18
その他利益剰余金 21,772
別途積立金 912
繰越利益剰余金 20,860

自己株式 △5,758
評価・換算差額等 1,206
その他有価証券評価差額金 1,206

純資産合計 22,249
資産合計 69,889 負債・純資産合計 69,889

貸借対照表
（2022年３月31日現在）

(単位：百万円)
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科 目 金 額

売上高 92,313

売上原価 83,886

売上総利益 8,426

販売費及び一般管理費 2,823

営業利益 5,603

営業外収益

受取利息 232

受取配当金 1,317

その他 88 1,638

営業外費用

支払利息 13

固定資産除却損 15

その他 1 31

経常利益 7,210

税引前当期純利益 7,210

法人税、住民税及び事業税 1,919

法人税等調整額 △12 1,906

当期純利益 5,303

損益計算書
（自2021年４月１日　至2022年３月31日）

(単位：百万円)
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資　本
準備金

その他
資本剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計別　途

積立金
繰越利益
剰余金

2021年４月１日残高 2,665 2,180 161 2,341 18 912 17,949 18,879

事業年度中の変動額
新株の発行(新株予
約権の行使) 1 1 1

剰余金の配当 △2,392 △2,392

当期純利益 5,303 5,303

自己株式の取得

自己株式の処分
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 1 1 － 1 － － 2,910 2,910

2022年３月31日残高 2,667 2,181 161 2,343 18 912 20,860 21,790

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合　計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2021年４月１日残高 △5,758 18,128 1,701 1,701 19,829
事業年度中の変動額
新株の発行(新株予
約権の行使) 3 3

剰余金の配当 △2,392 △2,392

当期純利益 5,303 5,303

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △495 △495 △495

事業年度中の変動額合計 0 2,914 △495 △495 2,419

2022年３月31日残高 △5,758 21,043 1,206 1,206 22,249

株主資本等変動計算書
（自2021年４月１日　至2022年３月31日）

(単位：百万円)
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指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 川 幸 康
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 川 伊 智 郎

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

株式会社丸和運輸機関
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東　　京　　事　　務　　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社丸和運輸機関の2021年４月１日から
2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社丸和運輸機関及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書
類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　　上
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指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 川 幸 康

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 川 伊 智 郎

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

株式会社丸和運輸機関
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東　　京　　事　　務　　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社丸和運輸機関の2021年４月１
日から2022年３月31日までの第49期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という｡)について監査を行った｡
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
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作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注
記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第49期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、監査室その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月20日
株式会社丸和運輸機関　監査役会

常勤監査役 田中 　茂 ㊞
監査役（社外監査役） 岩崎 　明 ㊞
監査役（社外監査役） 三浦 　洋 ㊞

　

監査役会の監査報告書　謄本

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の配当の件
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策のひとつと位置づけており、安定
的かつ継続的な配当を行うことを基本方針としております。
　この方針に基づき、以下のとおり剰余金の配当をいたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式　１株につき金９円50銭
総額　1,197,948,166円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月28日
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第２号議案　吸収分割契約承認の件
　１．吸収分割を行う理由
　　当社グループは、｢３ＰＬ＆プラットフォームカンパニー｣をコンセプトに掲げ、｢人材の確
保及び育成｣｢先端技術の研究・活用｣｢新たな市場開発｣の推進と中核事業であるＥＣ・常温、
食品、医薬・医療の各物流事業に加え、災害時のライフライン確保に貢献するＢＣＰ物流事業
の強化・拡大にも積極的に取り組んでおります。
　　しかしながら社会環境は激変しており、物流業界においてもＭ＆Ａや業務提携による業界再
編など今までにない変化が起こっております。そのため、当社グループもそのような環境変化
に対応できる経営体制づくりが急務であると考え、中長期的な視点でグループ戦略を立案する
純粋持株会社と各事業会社の責任と権限を明確にし、意思決定の迅速化と機動的な業務執行を
行う事業会社に分離し、持続的な成長を可能にする純粋持株会社体制に移行することといたし
ました。その具体的な内容は次のとおりです。

（１）グループ経営戦略推進機能の強化
　　純粋持株会社は、中長期的な視点に立って成長領域への展開、事業の強化に向けたグループ

経営戦略の立案・推進を強化します。
（２）権限と責任の明確化と意思決定の迅速化
　　事業会社は、事業の遂行に専念し、より明確化された責任と権限において迅速な意思決定を

行い、競争力の強化、自律的な成長を図ります。
（３）グループガバナンスの強化
　　純粋持株会社はグループ統括とグループ戦略の立案・意思決定に注力し、コーポレート機能

を高めることでグループガバナンスのより一層の強化を図ります。

　以上の目的から、当社は、新たに設立した当社の完全子会社である丸和運輸機関分割準備株式
会社との間で、当社が営む物流事業及びそれに付帯する一切の事業並びにこれに関連して有する
権利義務を丸和運輸機関分割準備株式会社に吸収分割の方法により承継させること（以下、「本
吸収分割」という）とし、2022年４月22日付で吸収分割契約（以下、「本吸収分割契約」とい
う）を締結いたしました。
　本吸収分割に伴い、会社法第783条第１項の規定により、本吸収分割契約のご承認をお願いす
るものであります。

　２．吸収分割契約の内容の概要
　　本吸収分割契約の内容は、次のとおりです。
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吸収分割契約書（写）

　株式会社丸和運輸機関(以下、｢甲｣という)と丸和運輸機関分割準備株式会社(以下、｢乙｣とい
う)は、次のとおり吸収分割契約(以下、｢本契約｣という)を締結する。

第１条（会社分割の方法）
　甲は、会社法に定める会社分割（吸収分割）の方法により、乙に対して、別紙１記載の甲の事
業（以下、｢本件対象事業｣という）に関して有する別紙２記載の権利義務を承継させる（以下、
｢本件会社分割｣という）。

第２条（当事者）
　本件会社分割を行う当事者は、次のとおりとする。
　(1)甲(吸収分割会社)
　　　商号：株式会社丸和運輸機関
　　　住所：埼玉県吉川市旭７番地１
　(2)乙(吸収分割承継会社)
　　　商号：丸和運輸機関分割準備株式会社
　　　住所：埼玉県吉川市旭７番地１

第３条（本件会社分割に際して発行する株式）
　乙は、本件会社分割に際して、普通株式6,400株を発行し、そのすべてを第１条に定める権利
義務の対価として甲に割当てる。

第４条（本件会社分割により増加すべき資本金及び準備金）
　本件会社分割により増加する乙の資本金及び準備金の額は次のとおりとする。但し、本件会社
分割がその効力を生ずる日（以下、｢効力発生日｣という）における本件対象事業に係る資産及び
債務の状態により、甲乙協議の上、これを変更することができる。
　(1)資本金　　　　　　320,000,000円
　(2)資本準備金　　　　100,000,000円
　(3)その他資本剰余金　会社計算規則第37条に規定する株主資本等変動額から、(1)及び(2)の

金額を減じて得た額

第５条（分割承認総会）
　　甲及び乙は、2022年６月27日を開催日として株主総会を招集し、本契約の承認を求める。
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第６条（効力発生日）
　　本件会社分割の効力発生日は、2022年10月１日とする。但し、法令に定める関係官庁の許
認可等の進捗状況その他の事由により、甲乙協議の上、合意により、変更することができる。

第７条（財産の管理）
１．甲は、本契約締結後、効力発生日までの間、善良なる管理者の注意をもって本件対象事業の

業務執行及び財産の管理運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為につ
いては、あらかじめ乙と協議の上、これを行うものとする。

２．乙は、本契約締結後、効力発生日までの間、善良なる管理者の注意をもってその業務執行及
び財産の管理運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為については、あ
らかじめ甲と協議の上、これを行うものとする。

第８条（権利義務の承継）
１．甲は、2022年３月31日現在の甲の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに効

力発生日の前日までの増減を加除した、本件対象事業に関する資産、債務、その他の権利義
務、雇用契約(その詳細は別紙２に定める)を効力発生日において乙に移転し、乙はこれを承
継する。

２．甲から乙に対する債務の承継は、重畳的債務引受の方法によるものとする。

第9条（競業避止義務）
　　甲は、本件会社分割の対象となった本件対象事業について競業避止義務を負わないものとす
る。

第10条（条件の変更等）
　　本契約締結の日から効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、甲、乙ま
たは本件対象事業の財産もしくは経営状態に重大な変動が生じた場合は、甲乙協議の上、本件
会社分割の条件を変更し、または本契約を解除することができる。

第11条（契約の効力）
　　本契約は、第５条に定める甲及び乙の株主総会の承認、または法令に定める関係官庁の許認
可等が得られなかったときは、その効力を失う。
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第12条（協議）
　　本件会社分割について、本契約に定めのない事項、本契約の当事者間において合意されてい
ない事項、または本契約もしくはこれと関連する契約の解釈について疑義が生じた場合には、
甲乙は誠実に協議を行った上で解決する。

＜条文以上＞

本契約締結の証として、本契約書を２通作成し、甲と乙が記名捺印の上、各１通を所持する。

2022年４月22日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）埼玉県吉川市旭７番地１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社丸和運輸機関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　和佐見　勝　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（乙）埼玉県吉川市旭７番地１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丸和運輸機関分割準備株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　和佐見　勝　　印

別紙１

乙が承継する本件対象事業
　甲が営む物流事業及びそれに付帯する一切の事業

別紙２

　乙が本件会社分割により甲から承継する権利義務は、効力発生日において本件対象事業に属す
る以下の権利義務とする。なお、承継する権利義務のうち資産及び負債の評価については、
2022年３月31日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに効力発生日の前日
までの増減を加除した上で確定する。
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（１）乙が承継する資産
　①流動資産
　　本件対象事業に係る受取手形、売掛金、たな卸資産、前払費用及びその他の資産。但し、甲

のグループ経営管理等に係る資産を除く。なお、甲乙協議の上、合意したものは承継対象に
含めること及び除外することができる。

　②固定資産
　　本件対象事業に係る建物附属設備、構築物、機械及び装置、車輛運搬具、工具・器具及び備

品、リース資産、ソフトウェア、出資金、長期前払費用、貸倒引当金及びその他の資産。但
し、土地、建物、承継しない建物に関する建物附属設備、建設仮勘定及び甲のグループ経営
管理等に係る資産を除く。なお、甲乙協議の上、合意したものは承継対象に含めること及び
除外することができる。

（２）乙が承継する債務
　①流動負債
　　本件対象事業に係る買掛金、短期借入金、未払金、未払費用、預り金、前受収益、賞与引当

金及びその他の負債。但し、甲のグループ経営管理等に係る負債を除く。なお、甲乙協議の
上、合意したものは承継対象に含めること及び除外することができる。

　②固定負債
　　本件対象事業に係るリース債務、退職給付引当金、従業員株式給付引当金、資産除去債務及

びその他の負債。但し、長期借入金及び甲のグループ経営管理等に係る負債を除く。なお、
甲乙協議の上、合意したものは承継対象に含めること及び除外することができる。

（３）雇用契約その他の権利義務
　①雇用契約
　　本件対象事業に係る甲に従事する従業員との間の労働契約上の地位及び当該契約に基づき発

生する一切の権利義務。
　②その他の契約
　　本件対象事業に係る業務委託契約、リース契約、その他の契約における契約上の地位。但

し、甲のグループ経営管理等に係る契約を除く。なお、甲乙協議の上、合意したものは承継
対象に含めること及び除外することができる。

以上
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資産の部 負債の部
科　　目 金　額 科　　目 金　額

資産の部 純資産の部
流動資産 株主資本

現金及び預金 30 資本金 30
資産合計 30 純資産合計 30

　３．会社法第298条第１項の決定をした日における会社法施行規則第183条各号（第２号、第
６号及び第７号を除く。）に掲げる事項の内容の概要

　（１）会社法第758条第４号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項
　　①丸和運輸機関分割準備株式会社が当社に対して交付する株式の数
　　普通株式　6,400株

　　②丸和運輸機関分割準備株式会社の資本金及び準備金の額に関する事項
　　(ⅰ)資本金 320,000,000円
　　(ⅱ)資本準備金 100,000,000円
　　(ⅲ)その他資本剰余金　会社計算規則第37条に規定する株主資本等変動額から、(ⅰ)及

び(ⅱ)の金額を減じて得た額

丸和運輸機関分割準備株式会社は、当社の完全子会社であり、かつ本吸収分割は物的分割であ
ることから、割当てられる株式数に拘わらず当社の純資産の額に変動はありません。このため当
社及び丸和運輸機関分割準備株式会社で協議・検討し、割当株式数を決定いたしました。
また、丸和運輸機関分割準備株式会社は、当社の完全子会社であり、かつ本吸収分割は物的分

割であることから、本吸収分割後の丸和運輸機関分割準備株式会社の資本政策等を勘案の上、資
本金及び準備金の額に関する事項を決定いたしました。
このため、上記①及び②のいずれにつきましても、その内容が相当であると判断いたします。

　（２）吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容
丸和運輸機関分割準備株式会社は、2022年４月22日に成立した会社であるため、確定

した最終事業年度はありません。丸和運輸機関分割準備株式会社の成立の日現在における
貸借対照表の内容は以下のとおりです。

丸和運輸機関分割準備株式会社の成立の日における貸借対照表
（単位：百万円）
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　（３）丸和運輸機関分割準備株式会社についての会社成立後に生じた重要な財産の処分、重大
な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容

　　　　該当するものはありません。

　（４）当社についての最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担そ
の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容

　　　　該当するものはありません。
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現行定款 変更案
第１章　　総則

（商号）
第１条　当会社は、株式会社丸和運輸機関と称し、英

文では、MARUWA UNYU KIKAN 
CO.,LTD.と表示する。

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。

１．～24. 　　（条文省略）

(新　　設)

(新　　設)
25. 前各号に附帯する一切の事業

第１章　　総則

（商号）
第１条　当会社は、ＡＺ－ＣＯＭ丸和ホールディング

ス株式会社と称し、英文では、AZ-COM 
MARUWA Holdings Inc.と表示する。

（目的）
第２条　当会社は、次の各号に掲げる事業を営むこ

と、並びに該当各号に掲げる事業を営む会社
及びこれに相当する事業を営む外国会社の株
式又は持分を保有することにより、当該会社
の事業活動を支配又は管理することを目的と
する。
１．～24. 　　（現行どおり）

25. 物品の販売及び輸入並びにそれらの代理
及び仲介

26. 通関業
27. 前各号に附帯する一切の事業

第３号議案 定款一部変更の件
１．変更の理由
（１）第２号議案「吸収分割契約承認の件」が原案どおり承認可決されること及び必要に応じ

関係官公庁の許認可が得られることを条件とし、2022年10月１日（予定）を効力発生日と
して、当社は純粋持株会社体制に移行いたします。これに伴い、当社の商号の変更（定款第
１条）を行うとともに、事業目的の修正（定款第２条）を行い、効力発生日等に関する附則
を設けます。

（２）「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規
定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度
導入に備えるため、変更案第14条（電子提供措置等）を新設するとともに、不要となる現
行定款第14条（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の削除を行いま
す。なお、当該規定の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けます。

２．変更の内容
変更の内容は以下のとおりです。

（下線は変更部分を示します）
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現行定款 変更案

(株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提
供)
第14条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算
書類に記載又は表示をすべき事項に係る情報
を、法務省令に定めるところに従い、インタ
ーネットを利用する方法で開示することによ
り、株主に対して提供したものとみなすこと
ができる。

(新　　設)

(新　　設)

(削　　除)

(電子提供措置等)
第14条　 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類等の内容である情報について、
電子提供措置をとるものとする。

　　　２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部又は一部につ
いて、議決権の基準日までに書面交付請求
した株主に対して交付する書面に記載しな
いことができる。

（附則）
（持株会社に関する経過措置）
第１条　 定款第１条(商号)及び第２条(目的)の変更

は、当会社が丸和運輸機関分割準備株式会
社との間で締結した2022年４月22日付吸
収分割契約に基づく吸収分割の効力が発生
することを停止条件として、当該吸収分割
の 効力発生日 （2022年10月１日 （ 予
定））から効力を生ずるものとする。

　　　２ 本条の規定は、前項の定めに基づき変更の
効力が生じた日後にこれを削除する。
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現行定款 変更案

(新　　設)
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）
第２条　 現行定款第14条(株主総会参考書類等のイン

ターネット開示とみなし提供)の削除及び変
更後定款第14条(電子提供措置等)の新設
は、会社法の一部を改正する法律(令和元年
法律第70号)附則第１条ただし書きに規定
する改正規定の施行の日である2022年９
月１日（以下、「施行日」という）から効
力を生ずるものとする。

　　　２ 前項の規定にかかわらず、施行日から６か
月以内の日を株主総会の日とする株主総会
については、現行定款第14条(株主総会参
考書類等のインターネット開示とみなし提
供)はなお効力を有する。

　　　３ 本条の規定は、施行日から６か月を経過し
た日又は前項の株主総会の日から３か月を
経過した日のいずれか遅い日後にこれを削
除する。
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候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

１ わ さ み
和佐見　

まさる
勝 1945年５月23日

    1973年    8 月 (有)丸和運輸機関（現当社）設立
    1973年    9 月 当社代表取締役社長
    1988年    2 月 (株)関東丸和サービス（現(株)ジャパンクイックサ

ービス）代表取締役社長
    1993年    8 月 昭和通運(株)（現(株)丸和通運）代表取締役社長
    1995年    11月 (株)関西丸和サービス（現(株)関西丸和ロジスティ

クス）代表取締役社長
    1997年    8 月 (株)東北丸和サービス（現(株)東北丸和ロジスティ

クス）代表取締役社長
    2002年    4 月 (株)四国丸和ロジスティクス（現(株)中四国丸和ロ

ジスティクス）代表取締役社長
    2005年    10月 (株)九州丸和ロジスティクス代表取締役社長
    2009年    6 月 当社代表取締役社長最高経営責任者（ＣＥＯ）(現任)
    2016年    10月 (一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク代表理事(現任)
    2017年    5 月 (一社)日本３ＰＬ協会会長（現任）
    2019年    4 月 (一財)丸和財団（現(公財)丸和財団）代表理事（現任）

31,684,680

【取締役候補者とした理由】
　当社の創業者として長きに亘って当社グループの企業価値向上に貢献しておりま
す。また、取締役会議長として取締役会を適正に運営するとともに、経営の重要な
意思決定及び業務執行に対する監督機能を適切に果たしております。引き続き当社
の経営理念の実現及び中長期的な企業価値向上に向けた強いリーダーシップを発揮
するものと期待し、取締役候補者といたしました。

第４号議案 取締役13名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役13名全員が任期満了となります。つきまして
は、取締役13名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 49 －



候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

２ やまもと
山本　

てるあき
輝明 1948年11月24日

    1971年    4 月 (株)日本長期信用銀行（現(株)新生銀行）入行
    2002年    6 月 同行代表取締役専務取締役執行役員インスティテュー

ショナルバンキング部門長兼ＩＢ業務管理部長
    2005年    6 月 (株)アプラス（現(株)アプラスフィナンシャル）代

表取締役社長最高経営責任者（ＣＥＯ）兼(株)新生
銀行取締役

    2006年    3 月 全日信販(株)取締役会長
    2007年    3 月 (株)アプラス取締役副会長兼(株)新生銀行取締役
    2008年    6 月 新生信託銀行(株)代表取締役会長
    2011年    3 月 当社顧問
    2011年    6 月 当社取締役常務執行役員管理統括本部長
    2012年    6 月 当社取締役専務執行役員管理統括本部長
    2015年    6 月 当社取締役専務執行役員
    2016年    10月 (一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク理事(現任)
    2019年    12月 当社取締役専務執行役員３ＰＬ食品物流統括本部長

兼３ＰＬ食品物流本部長
    2020年    6 月 当社取締役副社長執行役員３ＰＬ食品物流統括本部

長兼３ＰＬ食品物流本部長
    2021年    2 月 当社取締役副社長執行役員３ＰＬ食品物流統括本部長（現任）

121,920

【取締役候補者とした理由】
　大手銀行及び大手企業の役員を歴任し、豊富な経験と幅広い知見を有しておりま
す。また、当社取締役を11年間に亘り務め、当社グループの企業価値向上に貢献し
ております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発展を牽引するもの
と期待し、取締役候補者といたしました。

３ く ず の
葛野

 

　
まさなお
正直 1962年９月29日

    1985年    4 月 (株)埼玉銀行（現(株)埼玉りそな銀行）入行
    2010年    6 月 同行取締役兼執行役員経営管理部長兼経営管理部担当
    2011年    6 月 同行取締役兼執行役員経営管理部担当兼コンプライ

アンス統括部担当
    2012年    4 月 (株)りそなホールディングス執行役信用リスク統括

部長兼リスク統括部副担当
(株)りそな銀行執行役員リスク統括部副担当兼信託
業務管理部副担当

    2013年    4 月 同行執行役員年金信託部担当兼信託業務管理部担当
    2014年    4 月 同行執行役員年金信託部担当兼信託業務管理部担当

兼信託ビジネス部副担当
    2016年    4 月 りそなカード(株)専務取締役
    2019年    4 月 当社顧問
    2019年    6 月 当社取締役常務執行役員管理統括本部長
    2020年    6 月 当社取締役専務執行役員管理統括本部長
    2021年    6 月 当社取締役専務執行役員管理統括本部長兼人事採用

本部長（現任）

3,300

【取締役候補者とした理由】
　大手銀行の役員として経営管理・コンプライアンス・リスク管理等を担当し、豊
富な経験と知見を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更な
る発展を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

４ ふ じ た
藤田　　

つとむ
勉 1952年６月21日

    1984年    4 月 新日本証券(株)（現みずほ証券(株)）入社
    2006年    5 月 同社常務執行役員
    2008年    4 月 (株)新光総合研究所（現(株)日本投資環境研究所）

取締役専務執行役員
    2012年    6 月 当社顧問

当社取締役
(株)アズコムデータセキュリティ代表取締役社長

    2014年    7 月 当社取締役常務執行役員経営戦略室長
    2015年    6 月 当社取締役常務執行役員経営戦略統括本部長
    2016年    6 月 当社取締役常務執行役員経営戦略統括本部長兼経営

戦略部長
    2021年    6 月 当社取締役専務執行役員経営戦略統括本部長（現任）

92,200

【取締役候補者とした理由】
　大手証券会社における証券知識や財務コンサルティング等の豊富な経験を活かし
て経営戦略部門を担当しております。これまでの経験と実績から当社グループの更
なる発展を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。

５  か わだ
河田

 

　
か ず み
和美 1961年１月23日

1984年 ３月 大恵信用金庫入庫

136,460

1992年 ２月 当社入社
2001年 ９月 当社経理部長
2007年 ７月 当社執行役員経理本部長
2009年 ４月 当社執行役員経理本部長兼総合企画本部長
2009年11月 当社執行役員経理本部長兼総合企画本部長兼法務部長
2010年 ６月 当社取締役執行役員管理統括本部副本部長

兼経理本部長兼総合企画本部長兼法務部長
2012年 ７月 当社取締役執行役員管理統括本部副本部長兼総合企画部長
2013年 ４月 当社取締役執行役員管理統括本部副本部長兼総合企画本部長
2015年 ６月 当社取締役常務執行役員管理統括本部長兼総務本部長
2019年 ６月 当社取締役常務執行役員総務統括本部長兼総務本部長

(株)丸和通運代表取締役社長（現任）
2020年 ７月 当社取締役常務執行役員総務統括本部長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　1992年より、経理部門や法務部門、総務部門、子会社の役員を歴任し、豊富な
業務経験を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発展
を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

６ いわさき
岩﨑　

あきのり
哲律 1974年７月３日

    1993年    4 月 当社入社
    2015年    6 月 当社常温物流運営部長
    2016年    8 月 当社執行役員常温物流運営部長
    2017年    6 月 当社執行役員ＥＣ常温物流運営本部長兼ＥＣ常温物

流運営部長
    2017年    7 月 当社執行役員ＥＣ常温物流運営本部長兼常温物流運営部長
    2018年    4 月 当社執行役員ＥＣ物流運営本部長
    2018年    6 月 当社取締役執行役員ＥＣ物流運営本部長
    2018年    7 月 当社取締役執行役員ＥＣラストワンマイル事業本部長

兼ＥＣラストワンマイルＭＱＡ開発部長
    2020年    4 月 当社取締役執行役員ＥＣ事業本部長（現任）

27,200

【取締役候補者とした理由】
　1993年より、運輸部門や３ＰＬ部門、ＥＣ部門、運輸子会社の役員を担当し、
豊富な業務経験を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更な
る発展を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。

７ お ぐ ら
小倉　

と も き
友紀 1970年３月22日

    1988年    4 月 当社入社
    2005年    7 月 当社システム輸送事業部長
    2010年    6 月 当社取締役執行役員運行システム事業本部長兼運

行システム事業部長
    2011年    4 月 当社取締役執行役員業務統括本部副本部長補佐兼運

行システム事業本部長兼運行システム事業部長
    2012年    4 月 当社取締役執行役員常温事業本部長兼運行事業部長
    2013年    4 月 当社取締役執行役員常温物流運営本部長兼運行シス

テム運営部長
    2015年    6 月 当社取締役執行役員３ＰＬ物流統括本部長
    2019年    6 月 当社取締役執行役員３ＰＬ物流統括本部長兼

ＢＣＰ物流支援企画部長（現任）

102,888

【取締役候補者とした理由】
　1988年より、運輸部門や３ＰＬ部門、運輸子会社の役員を担当し、豊富な業務
経験を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発展を牽
引するものと期待し、取締役候補者といたしました。

８ はしもと
橋本　

ひ で お
英雄 1969年10月22日

    1988年    4 月 当社入社
    1998年    6 月 (株)ジャパンクイックサービス出向東京本部長
    2001年    10月 同社取締役本部長
    2003年    9 月 当社人事教育部長
    2010年    6 月 当社取締役執行役員人事教育本部長兼人事教育部長
    2012年    6 月 当社執行役員教育本部長兼教育部長
    2014年    6 月 当社取締役執行役員教育本部長兼教育部長（現任）

131,996

【取締役候補者とした理由】
　1988年より、人事部門や教育部門、運輸子会社の役員を担当し、豊富な業務経
験を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発展を牽引
するものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

９ た な か
田中　　

ひろし
博 1960年10月19日

    1979年    4 月 (株)協和銀行（現(株)りそな銀行）入行
    2004年    8 月 (株)埼玉りそな銀行熊谷駅前支店長
    2006年    4 月 同行法人部グループリーダー兼埼玉北地域営業本部

グループリーダー
    2008年    7 月 同行法人部グループリーダー兼埼玉東地域営業本部

グループリーダー
    2012年    4 月 当社入社財務部長
    2012年    6 月 当社執行役員財務本部長兼財務部長
    2015年    6 月 当社取締役執行役員財務本部長兼財務部長兼ＡＺ－

ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク担当
    2015年    10月 当社取締役執行役員財務本部長兼ＡＺ－ＣＯＭ丸

和・支援ネットワーク担当
    2016年    11月 当社取締役執行役員財務本部長兼財務部長(現任)

32,880

【取締役候補者とした理由】
　大手銀行の財務・金融等豊富な経験を活かして財務部門や子会社の役員を担当
し、当社グループの企業価値向上に貢献しております。これまでの経験と実績から
当社グループの更なる発展を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。

10 ひ ろ せ
廣瀬　　

はかる
權 1942年12月７日

    1966年    4 月 警察庁入庁
    1985年    8 月 大阪府警察本部刑事部長
    1989年    6 月 内閣総理大臣秘書官
    1989年    8 月 岡山県警察本部長
    1990年    9 月 警視庁刑事部長
    1992年    4 月 警察庁暴力団対策部長
    1994年    9 月 警視庁副総監
    1996年    7 月 大阪府警察本部長
    1998年    4 月 全日本空輸(株)常勤顧問
    2001年    9 月 預金保険機構理事
    2009年    9 月 (財)警察協会（現(公財)警察協会）専務理事
    2014年    6 月 当社社外取締役（現任）

5,800

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　警視庁副総監をはじめ要職を歴任され、豊富な経験と幅広い見識を有しており、
会社経営の経験はございませんが、その専門的な経験と見識を当社経営体制の強化
に活かしていただけることを期待し、社外取締役候補者といたしました。

11 やまかわ
山川　

ゆ き お
征夫 1944年４月22日

    1969年    4 月 (株)三菱銀行（現(株)三菱UFJ銀行）入行
    1997年    6 月 (株)東京三菱銀行（現(株)三菱UFJ銀行）取締役
    1998年    6 月 ダイヤモンド信用保証(株)取締役社長
    2002年    6 月 (株)整理回収機構取締役副社長
    2008年    6 月 西武鉄道(株)代表取締役副社長
    2010年    3 月 (株)小野測器監査役
    2010年    6 月 (株)百五銀行監査役
    2013年    9 月 (株)ジョイフル本田取締役コンプライアンス担当
    2015年    9 月 (株)ジョイフル本田取締役コンプライアンス・特命事項担当
    2016年    6 月 当社社外取締役（現任）

4,300

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　大手銀行や大手小売業の役員などを経験し、豊富な会社経営によって培われた見
識を有しております。当社グループの企業価値向上に向けて、株主・投資家目線か
らの監督機能や助言に加え、経営陣の迅速・果敢な意思決定への貢献を期待し、社
外取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社
の株式数（株）

12 もとはし
本橋　

かつのぶ
克宣 1957年11月11日

    1980年    4 月 安田信託銀行(株)（現みずほ信託銀行(株)）入社
    2005年    4 月 同社秘書室長
    2009年    4 月 同社執行役員資金証券部長
    2010年    4 月 同社常務執行役員運用ユニット長
    2016年    4 月 (株)みずほフィナンシャルグループ執行役専務アセ

ットマネジメントカンパニー長
    2019年    6 月 みずほトラストビジネスオペレーションズ(株)代表

取締役社長
    2020年    4 月 (株)都市未来総合研究所代表取締役社長
    2021年    4 月 (株)みずほフィナンシャルグループ理事
    2021年    6 月 常磐興産(株)社外取締役（現任）
    2021年    6 月 当社社外取締役（現任）

200

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　大手企業役員などを経験し、豊富な会社経営及び金融・財務・会計に関する経験と見
識を有しております。当社グループの企業価値向上に向け、株主・投資家視点からの監
督機能や助言を期待し、社外取締役候補者といたしました。

13 たち
舘　　

い つ し
逸志 1959年３月13日

    1981年    4 月 経済企画庁入庁
    1991年    4 月 在タイ日本大使館一等書記官
    1995年    8 月 経済企画庁物価局価格構造対策室長
    2003年    3 月 内閣府大臣官房参事官（政府広報室）
    2005年    3 月 内閣官房･内閣府参事官（構造改革特区･地域再生担当)
    2010年    7 月 官民競争入札等監理委員会事務局長

内閣府大臣官房審議官（経済社会システム担当）経
済社会総合研究所総括政策研究官

    2014年    7 月 国土交通省大臣官房審議官（国土政策局担当）
    2016年    7 月 国土交通省政策統括官・内閣審議官
    2018年    3 月 (株)桜豊和企画取締役（現任）
    2020年    4 月 (一社)離島振興地方創生協会理事（現任）
    2021年    6 月 当社社外取締役（現任）

―

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　内閣審議官や国土交通省政策統括官など要職を歴任され、会社経営の経験はございま
せんが、経済・財政等の豊富な見識を有しております。当社グループの中長期成長戦略
に活かしていただけることを期待し、社外取締役候補者といたしました。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
２. 廣瀬權、山川征夫、本橋克宣、舘逸志の各氏は、社外取締役候補者であります。
３. 廣瀬權氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。
４. 山川征夫氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。
５. 本橋克宣氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。
６. 舘逸志氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。
７. 廣瀬權、山川征夫、本橋克宣、舘逸志の各氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の

要件を満たしておりますので、独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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氏名 地位
専門性と経験

企業
経営

人財
育成

営業・
マーケティ

ング

ＩＴ・デジ
タルテクノ

ロジー

法務・リス
クマネジメ

ント
サステナ
ビリティ

財務・
会計

グローバル
ビジネス

和佐見　勝 代表取締役 ● ● ● ●

山本　輝明 取締役 ● ● ●

葛野　正直 取締役 ● ● ●

藤田　勉 取締役 ● ● ●

河田　和美 取締役 ● ● ●
岩﨑　哲律 取締役 ● ●

小倉　友紀 取締役 ● ●

橋本　英雄 取締役 ● ●

田中　博 取締役 ● ●

廣瀬　權 取締役
(社外） ● ●

山川　征夫 取締役
（社外） ● ● ●

本橋　克宣 取締役
（社外） ● ● ●

舘　逸志 取締役
（社外） ● ● ●

８. 当社では社外役員の要件として、一般株主と利益相反の生じるおそれのない者であること、また、取
締役会等において率直で活発な意見提示ができ、かつ当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上に貢献できる者であることとしております。

９. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、廣瀬權、山川征夫、本橋克宣、舘逸志の各氏との間
において、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づ
く賠償責任の限度額は、法令が規定する額であります。各氏の選任が承認された場合は、当該契約を
継続する予定であります。

10. 取締役候補者のうち現任の当社取締役及び執行役員における重要な兼職の状況は、事業報告の４．会
社役員に関する事項（１）取締役及び監査役の状況に記載のとおりであります。

11 当社は、会社法第430条の3第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる会社の役員としての業務につき行った行為又は不作為に起因して、保
険期間中に株主又は第三者から損害賠償請求された場合の損害を当該保険契約により槇補することと
しております。当該保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員であり、すべ
ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。また、次回更新時には同内容で
の更新を予定しております。

（ご参考）取締役候補者のスキルマトリックス

（注）上記の一覧表は各氏の経験などを踏まえ、より専門的な知見を有する分野を表しており、有する全ての知
　　　見を表すものではありません。                                                                                          以　上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
会場：埼玉県吉川市旭７番地１　株式会社丸和運輸機関 本店６階会議室
電話：048-991-1000（代表）
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東京日野自動車（株）
吉川市

旭地区センター

松伏高入口 捨壱軒

本社外観

【交通機関】
■ＪＲ武蔵野線 吉川駅北口よりバス（ジャパンタローズ「東埼玉テクノポリス行き」）に乗車し「旭地区セ

ンター」にて下車（所要時間20分程）後、徒歩３分
■タクシーの場合は、ＪＲ武蔵野線 吉川駅（北口）より15分程
※ 吉川駅北口付近より当社まで、シャトルバス（無料送迎）が運行しております。
　無料送迎バスの運行時刻は、8：45、9：00、9：20です。
※ 駐車場には限りがございますので、可能な限り公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。


